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５ 主要施策 
 
 

基本方針Ⅲ 
 

健全な経営に基づいた 

持続可能な下水道 
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施策Ⅲ－１ 経営基盤の強化   

１ 

は
じ
め
に 

 
 

 

 

人口減少社会の到来に加え、社会情勢の変化による下水道使用料収入の減少、老朽化

施設の増加など、下水道事業を取り巻く経営環境は今後ますます厳しくなっていくと見

込まれます。 

このため、今後も良質で持続可能な下水道サービスを提供するため、更なる経営基盤

の強化に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ◆収入の確保 

●新型コロナウイルス感染症による市民生活や市内経済への影響を見極めながら、収

支計画期間中に見込まれる資金不足を賄うため、下水道使用料を見直します。 

●引き続き、公共下水道
*
への未接続や誤接続に対する指導、水洗便所改造資金の助成

制度の活用などにより、水洗化の促進に努めていきます。 

●既存施設の空きスペースや未利用資産の有効活用、売却を検討していきます。 
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施策Ⅲ－１ 経営基盤の強化 

【主な取組み】 

☞収入の確保 

  ⇒下水道使用料の見直し、水洗化の促進、資産の活用 

☞コスト縮減 

⇒事業費の平準化と事業の選択、再生可能エネルギー*活用、施設の再構築

（統廃合等）による維持管理費の削減 

☞ＩＣＴ*技術などの先端技術の導入による下水道管理の効率化（ＤＸ*） 

⇒ＵＡＶ（ドローン）を活用した下水道施設の調査 

☞企業債残高の削減 

⇒建設企業債の発行を抑制し、企業債残高を削減 

☞マネジメントシステムの構築 

  ⇒効率的な事業運営を行い、目標を達成するための制度の構築 
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施策Ⅲ－１ 経営基盤の強化   

１ 

は
じ
め
に 

 
 

  ◆コスト縮減 

●ストックマネジメント
*
（p.59 参照）に基づき、必要な事業の優先順位付けを行い、

収支バランスを図りながら事業を進めていきます。 

●省エネルギー機器の導入や再生可能エネルギー
*
の活用（p.75 参照）により、電力

消費量を削減することで、温室効果ガス
*
排出量の削減に加えて、電気料金の削減に

努めます。また、施設の再構築（p.65参照）を進め、施設の最適化やダウンサイジ

ングなどにより、維持管理費の削減に努めていきます。 

 

  ◆ＩＣＴ技術などの先端技術の導入による下水道管理の効率化(ＤＸ) 

●「人」「モノ」「カネ」の課題が顕在化、深刻化する中、持続可能な事業運営のための

総合的な取組みが必要となっています。 

 取組みの一環として、本市では、ＵＡＶ（ドローン）を活用した施設の点検や調査を

２０１８（平成３０）年度から試験的に開始し、運用を行っています。 

今後も、下水道の新技術や先端技術の導入を積極的に検討していきます。 

 

  ◆企業債残高の削減 

●企業債*の発行額と償還額のバランスを見ながら、令和５年度から令和９年度は、建

設企業債の発行限度額を９０億円程度に設定し、建設事業費の平準化を図りながら、

企業債残高を削減させていきます。 

 

  ◆マネジメントシステムの構築 

●各業務における説明責任や情報管理の高度化、各種制度による新たな事業展開、そし

て施設の老朽化への対応など、業務量が増加しているにも関わらず、習熟したベテラ

ン職員については、減少している状況です。 

●現在、ストックマネジメント計画に基づき、施設の効率的な維持管理や更新に努めて

いますが、モノだけでなく、ヒト、カネの要素も含めて、より一層の業務の効率化を

図るため、ＰＤＣＡサイクル*などのマネジメントシステムの構築に努めます。 
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施策Ⅲ－１ 経営基盤の強化   

１ 

は
じ
め
に 

 
 

 具体的取組 

  

取 組 １ 下水道使用料収入の確保 

概 要 

確実な収入の確保及び負担の公平性・公正性を図るため、未水洗家屋に対する訪問接

続指導や、地下水利用者の実態把握に努めます。 

また、２０１８（平成３０）年１月に千葉県営水道と上下水道料金徴収一元化を開始

し、支払の利便性向上と徴収率の向上に努めています。 

 

主な事業 

未水洗家屋への訪問指導し、水洗化を促進するほか、使用料の徴収率向上に努め、使

用料収入の確保に努めます。 

 

  

取 組 ２ 下水道使用料の見直し 

概 要 

新型コロナウイルス感染症による市民生活や市内経済への影響等を考慮し、２０２

４（令和６）年度～２０２５（令和７）年度に見込まれる資金不足に対応するため、

２０２４（令和６）年度を目途に下水道使用料改定を見込んでいます。 

なお、それ以降は資金収支の状況を見極めながら、改定の必要性について検討を行い

ます。 

主な事業 ２０２４（令和６）年度を目途に下水道使用料を改定 

アウトプット 目標の方向性 現状値（R4） 目標（R9） 

経費回収率 増加（↑） １０８.４％ １１０.５％ 

  

取 組 ３ 下水道資産の利活用  

概 要 
廃止した下水道施設・用地等の有効活用や売却、下水汚泥

*
・リン

*
などの資源・エネ

ルギー利用について、民間事業者との協力も視野に入れ効率的な利活用に努めます。 

 

主な事業 

＜遊休資産の有効活用＞ 

 遊休資産の有効活用について検討を行います。 

 

＜下水道資源・エネルギーの利用検討＞ 

 下水処理過程で発生する汚泥などの資源やエネルギーの利活用について検討を行

います。 
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施策Ⅲ－１ 経営基盤の強化   

１ 

は
じ
め
に 

 
 

  

  

取 組 ４ 経費の削減（第２期下水道ストックマネジメント計画の策定） 

概 要 

老朽化施設の点検や調査費用の増加が見込まれる中、施設の維持管理費や改築更新

にストックマネジメント
*
手法を導入することにより、年度ごとの事業費の平準化

と、事前予防による総事業費の縮減に努めます。 

 

主な事業 

＜第２期下水道ストックマネジメント計画の策定＞ 

２０１８（平成３０）年３月に策定したストックマネジメント計画（Ｈ３０～Ｒ

４）に基づき事業を実施し、２０２３（令和５）年度以降の新たな計画を策定しまし

た。当該計画に基づき、計画的に点検および改築更新等を進めていきます。 

 

  

取 組 ５ ＩＣＴ
*
技術などの先端技術の導入による下水道管理の効率化（ＤＸ

*
） 

概 要 

下水道事業は、地震・大雨等への備え、エネルギー問題への対応・貢献が求められて

おり、ＩＣＴ技術の活用が推奨されています。本市においても、新技術の導入につい

て検討を進め、上記のような社会要請に応えるよう努めます。 

 

主な事業 

＜下水道施設調査の効率化＞ 

ＵＡＶ（ドローン）を活用して、管路等の点検・調査を効率的に行います。 

 

＜下水道台帳のモバイル化＞ 

日常及び災害時の現場で正確な情報を取り扱うために、下水道台帳をタブレット

でも運用し、現場対応力を高めます。 

 

  

取 組 ６ 企業債残高の削減 

概 要 企業債残高を引き続き削減します。 

主な事業 
企業債

*
の発行額と償還額のバランスを見ながら、令和９年度までは建設企業債の発

行限度額を９０億円程度に設定し、建設事業費の平準化を図りながら、企業債残高を

削減させていきます。 

アウトプット 目標の方向性 現状値（R4） 目標（R9） 

企業債残高 減少（↓） ２,１７２億円 １,９９４億円 
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施策Ⅲ－１ 経営基盤の強化   

１ 

は
じ
め
に 

 
 

  

   

取 組 ７ マネジメントシステムの構築 

概 要 

現在、ストックマネジメント計画に基づき、施設の効率的な維持管理や更新に努めて

いますが、モノだけでなく、ヒト、カネの要素も含めて、より一層の業務の効率化を

図るため、アセットマネジメント
*
を踏まえたマネジメントシステムの構築を目指し

ていきます。 

 

主な事業 

・マネジメントシステムの構築 

・業務マニュアルの作成、管理 
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施策Ⅲ－２ 官民連携の推進   

１ 

は
じ
め
に 

 
 

 

 

民間活力を活用し、効率的な施設管理を行うため、処理場の運転管理の包括的民間委

託を行いながら業務範囲の見直しを行っていくほか、今後は管路施設においても導入を

開始します。 

また、施設の導入にあたっては、ＰＰＰ*/ＰＦＩ*手法を検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ◆処理場・ポンプ場等の民間活用の推進 

●本市では、市の適正な管理のもと、経済性・効率性を考慮し、より専門的な民間企

業に包括的維持管理業務委託しています。民間事業者の創意工夫により業務の効率

化を図りながら、水質管理、施設の運転操作及び保守点検などを行っていきます。 

 

 

  ◆管路の民間活用の推進 

●今後、老朽化した管路が増加し、現在の人員では適切な維持管理や更新が困難にな

るおそれがあります。そのため、民間事業者のノウハウを生かし、効率的な業務を

行っていくため、管路においても包括的維持管理業務の導入を開始します。 
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施策Ⅲ－２ 官民連携の推進 

【主な取組み】 

☞処理場・ポンプ場等の民間活用の推進 

⇒処理場及びポンプ場*の設備点検や運転管理で実施している包括的民間委託

を継続して実施 

☞管路の民間活用の推進 

  ⇒管路の維持管理業務について、対象の区域を限定し包括的民間委託を導入 

   本委託の効果検証結果を踏まえ、業務範囲・区域等の拡大などについて検討 

☞ＰＰＰ／ＰＦＩ事業の推進 

⇒汚泥有効利用施設の導入（p.77参照）に当たっては、ＰＰＰ/ＰＦＩ手法に

より導入するほか、太陽光発電（p.75 参照）についても導入を検討 
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施策Ⅲ－２ 官民連携の推進   

１ 

は
じ
め
に 

 
 

 具体的取組 

 

取 組 １ 処理場・ポンプ場等の維持管理における民間活用の推進（包括的民間委託） 

概 要 

老朽化施設の増加に伴う施設の改築更新・再構築が今後加速・集中していくことや災

害時の対応への課題なども踏まえ、社会情勢の変化等に応じて、下水道事業へ求めら

れる質を確保しながらも効率性を実現するための有効な方策の一つとして、民間活

力を活用し、協働
*
・連携して維持管理を行います。 

 

主な事業 

中央処理区（中央浄化センター）・南部処理区（南部浄化センター）における処理場・

ポンプ場等の包括的維持管理 

 

  

取 組 ２ 管路の維持管理における民間活用の推進（包括的民間委託の導入検討） 

概 要 

社会情勢の変化等に伴い、下水道事業へ求められる役割や課題も多様化・複雑化して

きています。そこで、それらの課題に対応するために、既存の手法に捉われず、民間

活力を活用し、協働・連携して課題解決や維持管理を行います。 

 

主な事業 

・対象の区域を限定し、包括的民間委託を導入 

・本委託の効果検証結果を踏まえ、業務範囲・区域等の拡大などについて検討 
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Ｔｏｐｉｃｓ 

浄化センターは２４時間休むことなく稼働しています。 
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施策Ⅲ－３ 広域化・共同化の推進   

１ 

は
じ
め
に 

 
 

 

 

施設等の老朽化に伴う大量更新期の到来や、人口減少に伴う使用料収入の減少、並び

に習熟したベテラン職員の減少による執行体制の脆弱化など、厳しさが増す経営環境に

対応する効率的な事業を行っていくため、下水道関連業務の広域化・共同化
*
を進めま

す。 

 

 

 

 

  ◆農業集落排水施設を公共下水道へ接続 

●農業集落排水事業で処理場を有する９地区の再編計画（公共下水道への接続）を 

２０２０（令和２）年度に策定し、２０２１（令和３）年度から事業に着手してい

ます。 
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施策Ⅲ－３ 広域化・共同化の推進 

【主な取組み】 

☞農業集落排水
*
施設を公共下水道

*
へ接続 

  ⇒農業集落排水事業で処理している汚水*を下水道施設で処理 

 

農業集落排水９地区の再編 

（公共下水道への接続） 
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施策Ⅲ－３ 広域化・共同化の推進   

１ 

は
じ
め
に 

 
 

 具体的取組 

 

取 組 １ 農業集落排水処理施設の統廃合と公共下水道への接続 

概 要 

本市の農業集落排水事業は、全１０地区が事業採択され、１９８８（昭和６３）年度

から２００７（平成１９）年度まで施設を整備し、２００８（平成２０）年度に全地

区で供用を開始しています。しかし、事業を運営するに当たり、施設等の老朽化に伴

う改築費用の増大や、人口減少等に伴う使用料収入の減少により、経営環境は厳し

く、事業費の多くを一般会計
*
からの繰入金で賄っている施設であり、より一層効率

的な事業運営が求められています。 

このため、処理場を有する９地区を対象に、農業集落排水施設の統廃合を行い、公共

下水道に接続することにより、汚水処理の広域化・共同化
*
を推進し、農業集落排水

事業の維持管理費を縮減します。 
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農業集落排水は農村下水道ともいわれ、し尿・生活排水などの汚水処理に重要

な役割を果たしています。都道府県知事から指定された農業振興地域の農業集落

において、生活雑排水などの汚水*等を処理することにより、農業用用排水の水

質保全、農村生活環境の改善、公共用水域*の水質保全を図っています。 

本市では、緑区上大和田町・下大和田町、若葉区中野町・旦谷町など緑区・若葉

区の一部において、大和田地区、平川地区、本郷地区、野呂地区、中野・和泉地区、

中田・古泉地区、谷当地区、富田地区、平山地区、更科地区の合計１０地区（処理

区）で供用を開始しています。整備事業が完了したことで、農業用用排水の水質保

全、農村環境が改善されるとともに、河川（鹿島川）・湖沼（印旛沼）などの公共

用水域の水質保全につながっています。 

Ｔｏｐｉｃｓ 

農業集落排水事業について 
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施策Ⅲ－４ 人材の育成   

１ 

は
じ
め
に 

 
 

 

 

老朽化施設の増加により、今後は点検や調査等の業務量の増加が見込まれています。

安定して下水道サービスを提供していくためには、現場業務に習熟したベテラン職員が

ＯＪＴなどを通じて若手職員に技術を継承し、委託業務に対する履行監視能力を備えた

人材を育成していかなければなりません。 

また、あわせて将来のＩＣＴ
*
、ＡＩ

*
等の情報通信技術による維持管理に対応できる

人材を育成していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 具体的取組 

 

取 組 １ 人材育成 

概 要 

計画目標の達成に向け、業務を遂行するには、備えるべき職員の能力も求められま

す。また、その能力を職員が有しているかを正確に把握するとともに、職員の実績を

記録・蓄積していくことも大切です。 

そこで、組織の要求する能力の水準に基づく人材育成を実施することで、確実な事業

運営を目指します。 

また、業務を遂行していく上で、コンプライアンス教育の徹底や事故防止のための労

働安全衛生教育を継続していきます。 

 

主な事業 

・組織要求の人材整理 

・下水道部局研修の実施 
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施策Ⅲ－４ 人材の育成 

【主な取組み】 

☞職員研修の実施 

  ⇒各団体で実施している集合研修や他団体への派遣などを積極的に実施 

☞ＯＢなどのベテラン職員による技術の承継 

  ⇒再任用職員等によるＯＪＴなど若手職員の指導・育成 
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施策Ⅲ－５ 広報による理解の促進   

１ 

は
じ
め
に 

 
 

 

 

下水道の機能・役割や必要性、経営状況の見える化など、下水道事業に対する理解を

深めていただくため、分かりやすい情報の発信に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 具体的取組 

 

取 組 １ パンフレット・リーフレット等の作成・配布 

概 要 

下水道利用者の皆様に対し、下水道への理解を深めていただくため、パンフレットや

リーフレット等を作成・配布します。 

 

主な事業 市民向けパンフレット等の作成・配布 

  

取 組 ２ ホームページやＳＮＳ等による情報の発信 

概 要 

ホームページなどを活用して、下水道に関する情報を提供していくほか、掲載内容な

どを定期的に見直して、分かりやすい情報の発信に努めます。 

 

主な事業 

・ホームページの充実 

・アンケート結果から掲載内容の見直し 

・YouTubeによる情報の発信 
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施策Ⅲ－５ 広報による理解の促進 

【主な取組み】 

☞パンフレット・リーフレット等の作成・配布 

  ⇒各種パンフレットやリーフレットの作成・配布等 

☞ホームページやＳＮＳ
*
等による情報の発信 

  ⇒ホームページやＳＮＳ等の活用 

☞各種イベントの開催 

  ⇒下水道教室や施設見学会の実施 

☞アンケート調査の実施 

  ⇒ＷＥＢアンケートなどを活用したニーズの把握 
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施策Ⅲ－５ 広報による理解の促進   

１ 

は
じ
め
に 

 
 

  

   

取 組 ３ 各種イベントの開催 

概 要 各種イベントを開催し、下水道事業のＰＲを継続的に実施していきます。 

主な事業 下水道教室や施設見学会の実施 

  

取 組 ４ アンケート調査の実施と効果的な広報手段の検討 

概 要 

お客様のニーズを行政に反映させ、満足度の向上を目指すために、アンケート調査を

定期的に実施していきます。 

 

主な事業 
・ＷＥＢアンケート 

・効果的な広報手段の検討 

  

 

 

 

 

 

 
１ 

は
じ
め
に 

２ 

下
水
道
の
あ
ゆ
み 

 

 

２ 

下
水
道
の
あ
ゆ
み 

３ 

事
業
の
課
題 

 

 

３ 

事
業
の
課
題 

４ 

計
画
の
考
え
方 

 

 

４ 

計
画
の
考
え
方 

５ 

主
要
施
策 

 

 

５ 

主
要
施
策 

６ 

収
支
計
画 

 

 

６ 

収
支
計
画 

７ 

Ａ
Ｍ
の
取
組
み 

 

 

７ 

Ａ
Ｍ
の
取
組
み 

     

     

 

Ｔｏｐｉｃｓ 

市ホームページで YouTubeを活用した情報発信を始めました。 
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